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の私立大学の行動特性についての本研究でのとらえ方を整理した。第 3 章から第 6 章においては、
1960 年代以降の実際の高等教育政策と私立大学の経営行動との関係を整理した。すなわち、第 3
章では 1960 - 70 年を対象期間とし、高等教育の大衆化をになう装置としての私立大学の発展と
危機を論じた。第 4 章では、 1971 - 75 年を対象期間とし、政府の私立大学への助成政策を中心に、
政策と私立大学の実際の行動との間の相互作用の分析と助成政策が果たした効果についての検討
を行った。第 5 章は、 1976 - 85 年を対象期間とし、高等教育計画下での高等教育市場の管理強化
が私立大学の行動に及ぼした影響と費用負担構造の変化の様相を分析し、エリート型を志向する
大学やその他の大学に対してこれら政府による助成と規制政策が果たした役割を検証した。第 6 章









































本研究が分析対象とした 1960'"'-' 96 年の期間はわが国における戦後の高等教育大衆化を象徴す
る時代である。その対象期間の設定は真に適切であるが、高等教育の大衆化に次ぐ、市場化の時
代の本格的な到来はこの少し後になる。それは、近代大学モデ、ルの終鷲とそれに替わる大学資本
主義の到来を予見させるものであり、本研究の著者がその後の環境変化をどのように読み取って
いるか、その考えを聞いてみたいところであった。最後に、審査段階で寄せられた指摘を 2 点述
べておきたい。第 1 は「日本型エリート大学」のモデ、ルについてである。入試の選抜性と財政の
安定度た、けで大学モデルを規定することは単純に過ぎるのではないかという指摘、第 2 は論文後
半の個別大学の財務分析について、分析意図は明確だが、データの制約もあり、やや羅列的となっ
ているとの指摘があった。これらの点は今後の課題としてさらに検討を深めていくことを望みた
し、。
本研究が高等教育研究に果たした学術的な貢献は確かであり、その水準は高いと評価される。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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